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ば Keck, 1988はゲーム理論を利用し, 企業が政
府に対して持つ情報優位性がホワイト・エレフ
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なメカニズムが他の政府支援プロジェクトにお
いて同様に生起していた可能性に言及する｡ 











































あった｡ エネルギー省  (DOE : Department of 
Energy) は, 1970年代から80年代にかけて行わ
れた国家プロジェクト ｢電気化学エネルギー研
究プロジェクト｣ (Research Project for Electro- 
chemistry Energy Storage) の下で, 電力負荷平
準化と電気自動車, および太陽光発電の 3 用途
を念頭においた新型電池の研究開発をすすめて
いた24)｡ DOE は, 電力負荷平準化用および電気
自動車用電池として, 環境負荷がなく10年程度
の耐久性を持つことを開発目標にしていた｡ ま




た開発目標の詳細は,表 1 に示してある｡ 
 
表 1 . 米 DOEが掲げた新型電池の目標性能 
 
出所) 岩淵・木村, 1980, p.9 から引用｡ ただし原典




れるようになる｡ DOE と米電力研究所 (EPRI : 
Electric Power Research Institute) は , まず米
PSE & G 社 (Public Service Electric & Gas) と共
同で1700万ドルを出資し, ニュージャージー州
に BEST (Battery Energy Storage Test) 施設を建
設した｡  BEST 施設では , 1982年に C & D 
Batteries 社27)が製造した1800 kWh の鉛蓄電池, 
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翌83年にEDA社 (Energy Development Associates) 28)
が製造した500 kWh の亜鉛塩素電池について, 
実証試験が行われた29)｡ 1985年頃には, NaS 電
池と亜鉛臭素電池の実証試験も行われる計画で
あった30)｡ 米国では, このほかにリチウム - 硫
化鉄電池やレドックスフロー電池の研究開発も
行われていた31)｡ 以下では, NaS 電池の研究開
発をみておこう｡ 









る NaS 電池開発の補助金は, 1975～78年の 4 年
間で200万ポンド (当時のレートで約10億円), 
1979～1982年の 4 年間で190万ポンドであった｡ 
米国における主な NaS 電池開発主体は,  3 つ
あげることができる｡ フォード社と, GE 社 




政府から NaS 電池の開発を受託している33)｡ フ
ォード社における開発活動は, 1979年まで Ford 
Motor 社において行われ, これ以降は FACC 社 
(Ford Aerospace & Communications) を中心とす
る両社の共同体制になっている｡ また, NaS 電















タ・パワー社 (Beta Power) を設立し, 電力負荷
平準化用 NaS 電池の開発をすすめていった36)｡ 
フォード社は20年間余の開発活動を経て , 
1985年頃には独 BBC 社 (Brown Boveri & Cie) 37)
と並んでもっとも高い成果をあげているといわ
れていた｡ ところが, DOE との契約が終了する
のにともなって開発体制は大幅に縮小され, こ
れ以降 NaS 電池から撤退していくことになる38)｡ 
ただし, 同社が設立したベータ・パワー社は, 
1990年代半ばまで NaS電池開発を継続すること
になる英 CSPL 社に買収されている｡ 
次に GE 社は, 同社の在仏子会社 CGE 社 
(Compagnie Générale d'Électricité) と共同で1976
年から NaS 電池の開発を行っている｡ GE 社は
EPRI による資金援助の下で電力負荷平準化用
の NaS 電池開発をすすめ, 1985年までに BEST
施設に 5  MWh システムを建設することが目標
とされていた39)｡ GE 社は1980年, 英 CSPL 社 
(Chloride Silent Power Limited) 40)との共同開発体
制に移行し, 20 kWh モジュール電池の開発を行
っている｡ しかし, 1984年にはフォード社同様
NaS 電池から撤退している41)｡ 
ダウ社も, DOE および EPRI による支援の下
で, 1978年から電力負荷平準化用の NaS 電池開
発に従事しており42), 1985年までに BEST施設に
10 MWh システムを建設することが目標とされ
ている｡ しかし, 1984年には GE 社同様に開発
体制を大幅に縮小している43)｡ 
米企業による NaS 電池開発は, 1980年代半ば
頃に終息したように思われる｡ ただし, フォー
ド社と GE 社の開発成果はそれぞれ, ベータ・
パワー社の買収および共同開発活動を通じて, 
英 CSPL 社に継承されていったようである｡ 後












れていた｡ ここでは, 1990年代後半まで NaS 電





1970年代初頭, 英国では当初 3 つの開発主体
がそれぞれ NaS 電池の開発に従事していた45)｡ 
英交通省 (Department of Transport) の支援を受
けた British Railway と, 英エネルギー省 (Depart- 
ment of Energy) の支援を受けたUKAEA (英国原
子力公社 : UK Atomic Energy Authority) のハー
ウェル  (Harwell) 原子力研究所 , 英産業省 
(Department of Industry) の支援を受けた電池メ
ーカー・クロライド社 (Chloride) である｡ やが
て英政府による後押しのもとで 3 主体は, NaS
電池の共同開発企業 CSPL 社を設立し, 開発努
力を集約することになる｡ 
CSPL 社は, 英政府機関である電力協議会研







ではなく, 1984年には British Railwayが撤退して
いる47)｡ 
CSPL 社の開発が頓挫する危機を救ったのは, 
1985年に米 DOE から受託した NaS 電池開発の
契約であった48)｡ DOEは1981年から米サンディ
ア国立研究所 (Sandia National Laboratory) を実
施主体として,｢バッテリ技術の開発試験調査｣ 
(ETD : Exploratory Battery Technology Development 
and Testing) プロジェクトを開始しており, そ
れまでフォード社に委託していた NaS電池開発
を CSPL 社に委託することになった｡ ETD 下の
NaS 電池開発は, DOE が1991年に開始した ｢ナ
トリウム硫黄電池技術による定置型エネルギー
貯蔵プログラム｣ (Sodium Sulfur Battery Engineering 






国電力業界は CSPL 社の開発支援を中止し , 
SPL 社 (Silent Power Limited) に改名した同社は
1992年, 独エネルギー企業 RWE に売却された｡ 
さらに,  3 年後の1995年には RWE が SPL 社の売
却を決定することになる｡ 結局, DOE との契約
期間満了とともに, 買い手企業が見つからない






















セア社 (Asea) と合併し, ABB 社として再出発
したものの, NaS 電池の開発は継続されている｡ 
1992年 4 月の電気自動車走行試験では,  1 度の
充電で547.2キロの走行が可能なことが確認さ
れ, 技術的なめどがついたとして 2 年後の量産
開始を発表している53)｡ この発表によれば, 同社
のNaS電池はフォルクスワーゲン社 (Volkswagen) 
と, BMW 社, フォード社の 3 社に採用が内定し
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ていた｡ マンハイム工場において当面年 4 万台
を, 90年代末には年10万台を生産する計画であ
った｡ ABB 社ではこの1992年までの20年間に















































































れる電池として開発が行われたのは,  3 種の改
良型鉛蓄電池と NaS 電池を含む 4 種の新型電池
であった58)｡ 
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1977年 3 月までに, 成果として実験車の走行試

















ネルギー総合開発機構 (NEDO : New Energy and 
Industrial Technology Development Organization) 62)
を実施主体として, 産学組織に実際の開発が委







には 2 つの背景があった64)｡  1 つは, 電力需要
の日間格差拡大と季節変動によって発電設備の
年負荷率が当時低下を続けていたことである｡ 

















表 2 . 通産省工業技術院が掲げた新型電池の目標性能 
項目 目標 
出力 1000 kW 級 
基準充放電時間  8 時間充電,  8 時間放電 



























システムのプロジェクトは, 結果的に 1 年間延
長され, 概ね図 1 のようなスケジュールですす
められた｡ 
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図 1 . 新型電池電力貯蔵システム・プロジェクトのスケジュール 
 
出所) 新村, 1983の図 1  (p.10) および次の 2 次資料を参考に作成｡ 日本経済新聞 (1986年 3 月31日 ; 1988
年 3 月18日 ; 1989年 3 月13日 ; 1990年11月30日), 日経産業新聞 (1983年 5 月10日 ; 1986年 4 月18日 ; 







れ, 続いてこれを集合させた 1  kW, 10 kW, 50 
kW 級モジュール電池の開発と運転試験が行わ
れた｡ モジュール電池の性能評価試験は, 1983
年度に 1  kW 級, 86年度に10 kW 級と 2 度行われ












として, プロジェクトが終了する1992年 3 月ま
で実証試験が行われた69)｡ 
ムーンライト計画における新型電池電力貯蔵




の導入コストは,  1  kWあたり約170～200万円と, 




業界の共同研究では, 100 kW 級の NaS 電池と亜
鉛臭素電池について , 充放電効率を改善し , 
設計・試作 製造・建設 運転試験 
開発期間：1980年 4 月～92年 3 月までの12年間 
1980 81 83 82 84 85 86 87 88 89 90 91 
新型電池の研究開発（ 4 種） 
システム技術の研究開発（1000 kW 級・改良型鉛蓄電池） 
新型電池電力貯蔵システムの実証試験（1000 kW 級・2種の新型電池） 
1 kW 級 10 kW 級 50 kW 級 
        
   
  
第 1 次評価試験 第 2 次評価試験 
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1996年度までに導入コストを 3 分の 1 へ低減さ
せることが目標とされた｡ 2000年頃の実用化を










入期間に,  1  kWあたり導入コストを30～50万円
まで漸減する｡ 続く2000年からの ｢普及期間｣ 
では, 離島発電設備の20％および需要家契約電
力の10％, 配電用変電所の 8 ％, 一次変電所の 
4 ％に設置することを目指す｡ この普及期間に


























電池, 三菱電機, 日立製作所, 松下電池工業, 
デンソーなどの企業12社と電力中央研究所から
構成される ｢リチウム電池電力貯蔵技術研究組




｢移動体用｣ である｡ 同プロジェクトは NaS 電
池に比べ体積あたり 3 ～ 4 倍のエネルギーを蓄え
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して実証試験が継続されている86)｡ また 2 つの
政府支援プロジェクトを通じて NaS電池開発に




























































































































































































下が詳しい . 後藤・若杉 , 1984; 若杉 , 1986; 
Sakakibara, 1997; Branstetter & Sakakibara, 2002. 
 2) Arrow, 1962; Nelson, 1959. 
 3) Mowery, 1995; Salter & Martin, 2001. 
 4) David et al., 2000. 
 5) 今井, 1984; 榊原, 1986; 中村・渋谷, 1995. 
 6) Scherer & Harhoff, 2000; National Research 
Council, 2001; 木村他, 2007. 
 7) Mowery, 1995. 
 8) たとえば,｢国プロ再生計画｣『日経エレクトロニ
クス』, pp. 83-107, 2007年 1 月 1 日. 
 9) ナトリウム - 硫黄電池 (Natrium - Sulfur) 電池の
略. 正極にナトリウム (natrium あるいは sodium), 




ロジェクトで,  2 度のオイルショックを背景に, エ
ネルギーの転換効率・利用効率の向上が目指され
た. 
11) Nelson, 1959; Arrow, 1962. 
12) Nelson は基礎研究への投資が過小になる要因と
して外部経済の問題のみならず, 以下 2 つも指摘
している. 第 1 に, 基礎研究の実施からその成果




13) Rosenberg, 1982. 
14) Cohen & Levinthal, 1989; Rosenberg, 1990; Pavitt, 
1998. 




16) Salter & Martin, 2001. 
17) 実は Arrow も, 政府の資源配分には一定のバイ
アスがありうることを認識しており, 研究開発活
動への過小投資を補償する代替的方法を模索する
必要があると訴えている (Arrow, 1962, p.624). 
18) David et al., 2000; Lerner, 2002. 
19) Cohen & Noll, 1991. 






づくという (小学館, 1993 『ランダムハウス英語
大辞典』 第 2 版). 
22) 電池以外に, フライホイール, 圧縮空気貯蔵, 
超伝導磁気エネルギー貯蔵など他の電力貯蔵技術
も開発が進んでいる. 
23) Yao & Kummer, 1967およびWeber & Kummer, 1967, 
Kummer & Weber, 1968. 
24) 中原, 1983. これ以外にも, ライトパターソン空
軍基地 (Wright - Patterson Air Force Base) が宇宙
開発用として, リチウム硫黄電池とともに NaS 電
池開発を検討している (二又・高橋, 1986). 
25) 電力量の単位 ｢キロワット時｣ を示す.  1  kWh
であれば,  1 キロワットの電力を 1 時間出力でき
る. 
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27) Allied 社のバッテリ子会社. 
28) Gulf & Western と Occidental Petroleum の合弁会
社で電池開発の専門メーカー. 
29) 日経産業新聞 (1983年 5 月10日). 
30) 中原, 1983. 
31) 亜鉛臭素電池は Exxon Research & Engineering, 
レドックスフロー電池は NASA Lewis Research 
Center においてそれぞれ開発が行われていた. 
32) 岩淵・木村, 1980および中原, 1983. 
33) Ford Aerospace & Communications, 1985. フォー
ド社は , 1973年から米国立科学財団  (NSF : 
National Science Foundation) に, 1982年から人工衛
星への搭載研究のため米空軍 (U.S. Air Force) に
資金援助を受けている. また, 1975年から米エネ
ルギー研究開発庁 (ERDA : Energy Research and 
Development Administration) と, 1977年に ERDA が
DOEに統合されてからは, DOEと NaS電池の開発
受託契約を結んでいる. 岩淵・木村, 1980によれば, 
フォードの NaS 電池開発に対する DOE からの補
助金額は1978年に360万ドル, 1979年には480万米
ドルであった. 
34) 中原, 1983, 二又・高橋, 1986. 
35) 日経産業新聞 (1982年10月21日). 





の設立後に NaS 電池開発から撤退したという. 同
社は1989年にノルウェーの非鉄金属メーカー・エ
ルケム社 (Elkem) に買収された後, 2000年にマネ
ジメント・バイアウトで独立している. 
37) 1988年にスウェーデンの重電企業アセア社 
(Asea) と合併し, ABB社 (Asea Brown Boveri) にな
る. 以後, 時期に応じてBBC社およびABB社とい
う呼称を互換的に用いる. 
38) 二又・高橋, 1986. 
39) 岩淵・木村, 1980によれば, GE の NaS 電池開発
に対する EPRIからの補助金額は1976～78年の 3 年
間に300万ドル, 1979～82年の 4 年間に1500万ドル
であった. 
40) 1992年から独 RWE 傘下に入り, SPL 社 (Silent 
Power Limited) になる. 
41) 中原, 1983, 二又・高橋, 1986. 日経産業新聞 




42) 岩淵・木村, 1980によれば, ダウ社の NaS 電池開
発に対する米政府補助金額は, EPRI から1978年に
100万ドル, DOE から1979年に200万ドルであった. 
43) ダウ社の撤退時期は把握することができなかっ
た. 二又・高橋, 1986によれば, 1980年代前半のダ
ウ社では電解質として β アルミナの代わりにグ
ラスファイバーを使用した NaS 電池も検討されて
いたようである. 1985年以降, ダウ社の NaS 電池
開発体制に言及した 2 次資料をみつけていない. 
44) 岩淵・木村 , 1980, 中原 , 1983. ただし , 独
BEWAG 社 (Burgenländische Elektrizitätswirtschafts 
- Aktiengesellschaft) は旧来の鉛蓄電池による電力
貯蔵システムを1980年代に開発している. また, 
電気自動車用電池として NaS 電池の他に, 独ファ
ルタ社 (Varta) がリチウム - 硫化鉄電池を, ジー
メンス社 (Siemens) がレドックスフロー電池の研
究開発を行っている. 
45) CSPL 社における NaS 電池開発については主に
Hamer, 1996に基づいている. 
46) 中原, 1983. 
47) 二又・高橋, 1986. 
48) DOE と同社の契約金額は, 1985年から90年まで
について270万ドル, 1991年から96年までについて
410万ドルであった  (Hamer, 1996; Koenig and 
Rasmussen, 1996). 
49) Koenig & Rasmussen, 1996および Braithwaite & 
Koenig, 1993. 
50) 岩淵・木村, 1980, 日経産業新聞 (1996年 5 月 9 
日). 
51) 中原, 1983および二又・高橋, 1986. 
52) 東京電力および日本ガイシへの筆者のインタビ
ュー (2007年 2 月 9 日; 2007年 2 月21日) 調査に基
づく. 
53) 日本経済新聞 (1991年 6 月20日; 1992年 6 月13
日). 





トとは別に基礎研究が行われている (Chiku et al., 
1975; 岩淵・木村, 1980). また, 日本特殊陶業では
1970年代にNaS電池の電解質になるβアルミナの
大型成型を試みている (日経産業新聞, 1978年10
月 3 日). 
56) 工業技術院, 1974. 以下, ｢電気自動車の研究開
発大型プロジェクト｣ については主として同文献
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解液循環式の亜鉛 - 空気電池, 鉄 - 空気電池, 鉄 - 
ニッケル電池であった (工業技術院, 1974; 石川, 
1998). 










う (岩淵・木村, 1980). 
60) このモジュール電池は, NAS 単電池を630本集合
させたもので,  1 キログラムあたり98ワット時の
エネルギー密度を持っていたという (岩淵・木村, 
1980; 日経産業新聞, 1977年 4 月 8 日). 











ム (1984～92年度), 燃料電池発電技術 (1981～
2000年度), セラミックガスタービン (1988～98年
度), 超電導電力応用技術 (1988～99年度). ただし, 
燃料電池発電技術およびセラミックガスタービン, 
超電導電力応用技術の 3 つは, 1993年開始の ｢ニ
ューサンシャイン計画｣ に引き継がれている. 
64) 大高, 1987. 中略は筆者による. 
65) 大高, 1987および日本経済新聞 (1983年 9 月19
日). 
66) NaS 電池については, β アルミナ管を日本特殊
陶業が提供し, 湯浅電池がこれを利用した電池を
開発している. またレドックスフロー電池につい




ては, 藤井, 1983を参照. 亜鉛臭素電池の動作原理
およびムーンライト計画下の開発状況詳細につい
ては, 金指, 1983を参照. 明電舎では, 1975年から
エネルギー関連テーマの 1 つとして同電池の基礎
研究に着手していたという. 
67) 改良型鉛蓄電池の詳細については , 野之口 , 
1983を参照. また鉛蓄電池によるシステム試験の
詳細については, 清水・横田, 1983を参照. 
68) 日本経済新聞 (1987年 4 月 9 日). 
69) 日経産業新聞 (1989年 6 月14日), 日本経済新聞 
(1987年 5 月22日). 
70) 新エネルギ ・ー産業技術総合開発機構, 1992およ
び日本経済新聞 (1989年 3 月13日; 1990年11月30
日). 
71) 日経産業新聞 (1992年 3 月 9 日; 1992年 4 月 3 日; 
1992年 5 月11日). 




73) 新エネルギ ・ー産業技術総合開発機構, 1992およ
び日経産業新聞 (1992年 5 月11日). 
74) 日経産業新聞 (1992年 4 月 3 日). 
75) 新エネルギー・産業技術総合開発機構・産業技
術総合研究所, 2002および日経産業新聞 (1992年 4 
月 7 日; 1992年12月18日; 1996年 5 月 9 日). 
76) 徳田, 1995. 
77) 岩淵・木村, 1980および日経産業新聞 (1985年10
月 1 日; 1986年 3 月18日; 1989年11月17日). 
78) 湯浅電池の NaS 電池開発・事業化からの撤退は
事実として明確ではない. ムーンライト計画の 
｢新型電池電力貯蔵システム｣ プロジェクト終了
後, 同社の NaS 電池開発について触れた新聞雑誌
記事はほとんどみることがなかった. ただし日経







79) 筆者のインタビュー調査 (2007年 2 月 9 日; 2007
年 2 月21日) に基づく. 
80) 国のプロジェクトが, これに参加しない企業の
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技術開発活動のよき競争相手となった結果, 効率
化努力が促された, という説明の経路もあり得な




81) 日経産業新聞 (1992年 8 月14日). 
82) Arrow, 1962; Keck, 1988; Griliches, 1995; 榊原, 
1995; Sakakibara, 1997. 
83) Lerner, 2002; 伊藤, 2005. 
84) 若杉, 1986; 榊原, 1995; Sakakibara, 1997. 
85) 宮田, 1997. 
86) 上野, 2005. 
87) 日経産業新聞 (1990年 7 月28日; 1990年12月19
日; 1993年 3 月16日; 1998年10月 7 日; 2000年 4 月21
日). 
88) 日経産業新聞 (1989年 7 月18日; 1994年 5 月16日; 
1995年 2 月12日; 1996年 4 月14日; 1998年 8 月 3 日; 
1999年 3 月24日; 2001年 9 月26日; 2001年11月 7 日; 
2004年12月24日; 2005年11月 8 日). 
89) 榊原, 1986; 権, 1993. 
90) 今井, 1984; 中村・渋谷, 1995. 
91) 岩淵, 1986; 木村他, 2007. 
92) 伊藤, 2005; 藤井, 2002. 
93) 後藤, 1993. 
94) Mowery, 1995. 
95) Mowery, 1995; Salter & Martin, 2001. 
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